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要約
　高等学校における福祉科の創設当初、「専門的な職業人の養成を目指すタイプ」と、社会福祉への関心や理
解を深めて「社会福祉関係の高等機関への進学を目指すタイプ」との二つのタイプが提言されていた。その後、
教科「福祉」が設置され改正されるなか、職業教育としての意義が重視され、市民福祉教育としての役割がや
や軽視されてきている。高等学校における福祉教育の課題から、生徒の主体的に学ぶ態度の育成や介護人材の
育成のために、市民福祉教育としての機能の重要性を考察する。
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1.　はじめに
　日本では平均寿命の伸びや出生率の低下により、
少子高齢化が急速に進んできた。2025年には団塊の
世代が後期高齢者となり、2060年には人口の 4 割が
65歳以上となるとの推計がある。かつてない少子高
齢化が待ち受けており、介護需要が今後さらに増
大することが予想されるなかで、福祉教育の必要
性はますます高まっているといえるだろう。そう
したなかで、介護職は尊い職業であると一般に認
識されながらも、需要に対して人材が不足してい
る。世論調査では、介護職は「夜勤などがあり、き
つい仕事」であるというイメージが最も高い割合を
占め（65.1％）、以下に「社会的に意義のある仕事」
（58.2％）、「給与水準が低い仕事」（54.3％）、「やり
がいのある仕事」（29.0％）と続く1。福祉人材を十
分に確保するためには、一つには労働条件や環境を
改善することが課題であるが、もう一つには福祉の
意義や魅力をさらに一般に発信していく必要がある。
高校福祉科は、価値観を形成していく多感な時期の
高校生に対して、福祉マインドを身につけて社会へ
と羽ばたくように教育することができ、重要な意義
がある。高等学校における教科「福祉」が1999（平
成11）年に設置が示されて、20年近くが経つ。本研
究では、高等学校「福祉科」および教科「福祉」の
設置の経緯を概括して現状を捉えた上で、その課題
を検討したい。

2.　高等学校「福祉科」および教科「福祉」の
創設の経緯

　高等学校の専門学科の一つとして教科「福祉」は、
1999（平成11）年に新高等学校学習指導要領におい
て告示され、2003（平成15）年度から実施されてい
る。
　そもそも高等学校における福祉教育の必要性が指
摘されたのは、1985（昭和60）年、理科教育及び産
業教育審議会答申「高等学校における今後の職業
教育の在り方について」であった。そこにおいて
は、職業学科の改善・充実を図るために「今後新設
が適当とされる学科の例」として、「福祉関連業務
に従事する人材を育成する「福祉科」などの設置」
提言された。その後調査研究が進められ、1987（昭
和62）年、文部省「福祉科について―産業教育の改
善に関する調査研究―」報告で「福祉科」設置のた
めの具体的提言がなされた。そこでは、「社会の変
化と福祉ニーズの増大・多様化」をうけて、「福祉
サービスに従事する人材の確保と資質の向上」と
「福祉ニーズの多様化に伴うボランティア活動の活
発化」のために、福祉に関する教育の必要性が述べ
られた。高齢化社会が到来するなかで、日本の社会
福祉は、従来は生活保護制度に代表されるような金
銭的経済給付サービス中心であったが、福祉のニー
ズの多様化に伴って、障害者や高齢者の生きがいづ
くりや社会参加の促進事業、在宅での給食サービス
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や入浴サービスなどのように、福祉サービスの内容
も変化し多様化してきていた。多様なサービスを供
給するためには、専門的な知識と技術を身に付けた
従事者の確保が不可欠である。また、地域を基盤と
した福祉活動の活発が望まれるなか、ボランティア
活動にも大きな期待が寄せられたが、社会福祉関係
のボランティア活動中心的な担い手の養成が必要と
なった。こうした背景から、専門的な知識と技術だ
けではなく、生活体験を通して培われる生活感覚や
生活の知恵あるいは社会人としての基本的な生活態
度なども含めた、幅広い観点からの人間教育が根底
に置かれた福祉教育の必要性が訴えられた。
　つまり、福祉科設置の意義は、多様化する社会福
祉ニーズに対応する人材育成と、人命の尊重と福祉
への関心や理解を養うという人間教育にあった。そ
こから、福祉科のタイプとして 2 つのタイプ、すな
わち「専門的な職業人の養成を目指すタイプ」と、
社会福祉への関心や理解を深めて「社会福祉関係の
高等機関への進学を目指すタイプ」とが提言された。
　さらに、高等学校福祉科設置の提案と時を同じく
して1987（昭和62）年に「社会福祉士及び介護福祉
士法」が公布され、介護福祉士国家試験の受験資格
を取得できる高等学校の教育課程の条件が提示され
たことで、以後全国各地の高等学校に介護福祉士の
受験資格を取得できるようなかたちの「福祉科」が
設置されることとなった。
　その後、1998（平成10）年、理科教育及び産業教
育振興会答申では「今後の専門高校における教育の
在り方等について」検討されるなかで、高齢社会の
進展に対応して社会のなかで介護サービスを行う人
材の育成が求められていることから、教科「福祉」
の新設が示された。この答申を踏まえて、1999（平
成11）年、高等学校学習指導要領に職業に関する専
門教育として教科「福祉」が新設された。新設の趣
旨は、1998（平成10）の理科教育及び産業教育振興
会答申では、「福祉関連業務に従事する者に必要な
社会福祉に関する基礎的・基本的な知識と技術の習
得、社会福祉の理念と意義の理解、社会福祉の増進
に寄与する能力の態度と育成に関する教育体制を充
実し、これらの人材育成を促進するため、専門教育
に関する教科「福祉」を新たに設ける必要がある」
と示されている。これにもとづいて専門教科「福
祉」が設置され、それから10年のときを経て2009
（平成21）年に新学習指導要領が告示された。
　高等学校「福祉科」および教科「福祉」の創設の
経緯からは、高等学校福祉科における福祉教育では、
福祉に関する基礎的・基本的な知識と技術の習得を
重視し、社会福祉関連の職業に従事する者として求
められる能力を育成することを狙いとしていること
がわかる。ただしそれには、福祉社会の一員として

求められる福祉観や倫理観の育成という人間教育が
根本で支えとなっている。これに、社会福祉の専門
職制度の法制化が重なり、高校福祉科の教育内容も
その資格制度に連動したものとなっている。

3．教科「福祉」の科目編成
　2009年（平成21）年に新しく公示された高等学校
学習指導要領で文部科学省の示すところでは、教科
「福祉」の全体構造は次のようなものである2。ま
ず、新学習指導要領が告示されたのは、2008（平成
20）年に中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の
改善について」によって学習指導要領改定の基本的
な考えと各教科等の改善の基本方針や主な改善事項
が示されたことによる。改定の趣旨は、職業に関す
る各教科・科目については、改善の具体的事項とし
て次の三つの視点を基本とするものである。第一
は、「将来のスペシャリストの育成に必要な専門性
の基礎・基本を一重視」すること、第二は、「将来
の地域産業を担う人材の育成という観点」、第三は、
「人間性豊かな職業人の育成」である。この三点を
踏まえた改善にあたり、「職業の現場における長期
間の実習を取り入れるなどにより、教育活動を充実
すべき」と記されている。福祉に関しては、「少子
高齢化の急速な進展に伴い、地域における自立生活
支援への志向や福祉ニーズへの多様化など社会福祉
に対する国民意識の変化に対応し、多様で質の高い
福祉サービスを提供できる人材を育成する観点から、
介護福祉士の資格等にも配慮して,　科目の新設を
含めた再構成、内容の見直しなど」の改善を図ると
されている。そして、教科「福祉」の目標は従前と
同様であるが、科目編成が改善された。
　教科の目標は次の通りである。

　社会福祉に関する基礎的・基本的な知識と技
術を総合的、体験的に習得させ、社会福祉の理
念と意義を理解させるとともに、社会福祉に関
する諸課題を主体的に解決し、社会福祉の増進
に寄与する創造的な能力と実践的な態度を育て
る。

　科目編成は、「社会福祉基礎」「介護福祉基礎」
「コミュニケーション技術」「生活支援技術」「介
護過程」「介護総合演習」「介護実習」「こころと
からだの理解」「福祉情報活用」の9科目での編成
となり、このうち「社会福祉基礎」と「介護総合演
習」が原則履修科目である。次の「新旧科目対照
表」に、従来の 7 科目から 9 科目への変更を示す。
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新旧科目対照表
改定 改定前 備考

社会福祉基礎 社会福祉基礎 整理統合
社会福祉制度

介護福祉基礎 基礎介護 名称変更
コミュニケーション技術 社会福祉援助技術 名称変更
生活支援技術 新 設
介護過程 新 設
介護総合演習 社会福祉演習 名称変更
介護実習 社会福祉実習 名称変更
こころとからだの理解 新 設
福祉情報活用 福祉情報処理 名称変更

　科目編成の見直しと改定が行われた理由は、主に
二つである。一つには、高齢化の急速な進展に伴う
介護分野での多用で質の高い福祉サービスを提供で
きる人材育成のため、もう一つには、介護福祉士に
かかる制度改正への対応のためであり、これは2007
（平成19）年に「社会福祉士及び介護福祉士等の一
部を改正する法律」が公布され、介護福祉士養成の
ための科目名称及び時間数、養成課程における教育
内容などの大幅な見直しが行われたことを受けての
ものである。
　新しい学習指導要領による科目編成の実施につい
ては、その全部又は一部を、各学校の判断によって
平成21年度以降に入学する生徒から適用することが
できるようになった。 
　新学習要領の特徴を、加藤3は「今までのように
高校生に広く「福祉」を学ばせるという視点が薄れ、
介護分野における多様で質の高い福祉サービスを提
供できる人材育成への対応に改められ、理論と実践
の融合を目指し、科目名にも「介護」という名称が
多く使われているのが特徴である」と指摘する。そ
して、高校福祉科のカリキュラムではソーシャル
ワークとケアワークとを同時に学ぶよう設定され
ているが、改定後はケアワークが重視されており、
ソーシャルワークの内容が薄くなってしまっている
と問題点を挙げる。また、福祉科教員の養成の課題
として、「教科「福祉」の教員免許状は 9 科目すべ
てを指導できることを前提としており、社会福祉に
関する専門知識と介護に関する知識・技術等の両方
を指導する力が要求される」が、福祉科教員を養成
している大学の多くは社会福祉士養成を行っている
こともあり、ソーシャルワーク中心となっているた
め、「福祉科教員免許取得を希望する学生は、ソー
シャルワーク実習の際には、可能な限り高齢者施設
や障害者施設で実習を行うようにするなど、介護現
場に触れる機会を増やすことが望ましい」と述べる。
　以上のように、現行の教科「福祉」の科目編成は、
ソーシャルワークよりもケアワークの部分がより重

視されがちである。しかし、元来の高等学校におけ
る福祉教育の狙いは、専門職としての人材育成と同
時に、人間教育を行うことにもある。この点の課題
について次に検討していく。

4．福祉科教育の課題の検討——職業人材の育
成と市民福祉教育としての意義

　教科「福祉」の新学習要領での改定は、「多様で
質の高い福祉サービスを提供できる人材を育成する
観点から、介護福祉士の資格等にも配慮して」科目
内容の見直しが行われており、高等学校における福
祉教育の狙いが介護人材の育成へと焦点化されてい
るように思われる。介護人材の育成は福祉教育の重
要な課題であるが、そのためにも、そもそも福祉教
育の根本にある福祉社会の一員としての人間教育が
大切ではないか。
　大橋は、福祉教育の根本にある「教養」としての
契機を重視する。大橋は、福祉科 2 つのタイプ、す
なわち「専門的な職業人の養成を目指すタイプ」と、
社会福祉への関心や理解を深めて「社会福祉関係の
高等機関への進学を目指すタイプ」との 2 タイプが
提言された経緯を踏まえて、高等学校における福祉
教育と高等学校福祉科の位置について次のように述
べている4。「福祉教育は大きく三つに分類されて
いる。第一は、子ども・青年に対しての主に学校教
育の一環として行われるもの、第二は、地域住民の
社会福祉への関心と理解と参加を促すもの、第三に、
大学等において社会福祉有資格従事者になるための
専門教育である。高等学校福祉科は、第一と第三の
福祉教育の機能を内在させ、かつその第一と第三の
中間的機能を有しているという特色がある。先の高
等学校福祉科の二つのタイプの後者は、学校におけ
る国民的教養としてあるいは子ども・青年の発達を
促す教育方法としての福祉教育の流れを継承し、そ
れを緩やかに進路指導、職業指導にも焦点化させる
ものと考えられた。また、前者においても、直接的
に福祉マンパワーを養成するという考え方は必ずし
も強くはなかった。」大橋は高等学校における福祉
教育に、職業教育としての意義だけでなく、すべて
の子ども・青年に求められる教養としての意義があ
ると述べている。阪野も、高等学校における福祉教
育（とりわけ教科「福祉」）の意義として、「介護
ニーズなどに対応できる専門的な福祉人材、職業人
材の育成（「職業教育」）と、市民的教養としての
福祉知識と態度・能力を持つ主体形成（「市民福祉
教育」）」の 2 点を挙げており、「職業教育」のみ
ならず「市民福祉教育」としての役割を担うことか
ら、教科「福祉」は「人間教育の根幹に迫る」とさ
え言う5。
　高等学校における福祉教育には職業教育だけでな
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く、すべての人に求められる教養としての市民福祉
教育の意義があるというが、それはどうしてだろう
か。
　保住は、国民の生活と「福祉」とが密接に関わっ
ており、人間としての尊厳に対する認識がわたした
ちにとって重要なものであり、これらが高等学校に
おける福祉教育で欠かすことができないポイントで
あると述べる6。人は一生のあいだには、保育所の
利用老親の介護などで社会福祉の制度やサービスを
利用する機会があり、「福祉」はわたしたちの生活
と密接に関わった必要不可欠な制度である。した
がって高等学校における福祉科教育で、「指導にあ
たっては、社会福祉は私たちの生活と密接にかかわ
り、一人一人にとって身近な問題であることを意識
化させるとともに、社会福祉を自分自身の問題とし
てとらえられるように留意する必要がある」とい
う。保住は、新学習指導要領の教科「福祉」の目標
においても「人間としての尊厳の保持やプライバ
シーの尊重など自立生活を支援する態度の必要性」
が取り上げられていることについて、人は一人で生
きているのではなく、常に社会関係の中で生きてい
るので、「その社会関係において、生まれたときか
ら、死に至るまで、必要なときに必要なサービスを
提供することができる社会システムの確立が必要で
あり、サービス利用者が自分の生活を自分の意思で
選択、決定することができる、そのことが当然の社
会にしなければならない」という。すべての人の生
活が福祉に密接に関係しており、すべての人が自分
の生活を自分で選択することが当たり前にできるよ
うな社会を創ることがわたしたち全員にとって重要
な課題であるということが、すべての人に市民福祉
教育が求められる理由である。
　福祉の内容について、高等学校の教育の「福祉」
以外の教科では、例えば公民科の「現代社会」のな
かの「現代に生きる私たちの課題」で「ノーマライ
ゼーション」や社会保障制度が、「現代の社会と人
間としての在り方生き方」で高齢化に伴う介護ある
いは福祉について取り扱われている。ある研究者は
福祉を学ぶことは「権利」であるとすら述べている
という7。福祉の内容は他の教科でも学ばれるもの
であり、それは当然のことながら福祉の課題が現代
を生きるわたしたち全員にとっての課題であり、そ
の問題を共有して取り組むことは、わたしたちが幸
せな人生を送ることができるための条件を整えるこ
とだからである。

5.　福祉科教育における市民福祉教育としての
意義と「生きる力」の育成

　これまで、福祉科教育には市民福祉教育として意
義があるということを見てきた。2010（平成22）年

の学習指導要領の改定は、① 教育基本法改正等で
明確となった教育理念を踏まえて「生きる力」を育
成すること、② 知識・技能の習得と思考力・判断
力・表現力等の育成のバランスを重視すること、③ 
道徳教育や体育などの充実により、豊かな心と健や
かな体を育成すること、この3点を基本的な狙いと
している。この「生きる力」の育成と、福祉科教育
の市民福祉教育としての意義は、つながりがあるの
ではないか。最後にこの点を考察する。
　「生きる力」とは、確かな学力、豊かな心、健や
かな体の調和を重視するものである。その背景は、
21世紀は「知識基盤社会」の時代であるが、そこで
国際競争が加速する一方で、異なる文化や文明との
共存や国際協力が不可欠である。日本の児童生徒の
課題は、OECD（経済協力開発機構）のPISA調査
などの各種調査から、① 思考力・判断力・表現力
等を問う読解力や記述式問題、知識・技能を活用す
る問題に課題、② 読解力で成績分布の分散が拡大
しているが、その背景として家庭での学習時間など
の学習意欲、学習習慣・生活習慣に課題、③ 自分
への自信の欠如や将来への不安、体力の低下といっ
た課題が見られる。これらの課題にこたえるために
「生きる力」の育成が述べられているのだが、「生
きる力」の育成が教育の目的の一つとして設定され
たのは1996（平成8）年、文部省の中央教育審議会
が「21世紀を展望した我国の教育の在り方につい
て」にさかのぼる。そこで、「我々はこれからの子
供たちに必要となるのは、いかに社会が変化しよう
と、自分で課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主
体的に判断し、行動し、よりよく問題を解決する資
質や能力であり、また、自らを律しつつ、他人とと
もに協調し、他人を思いやる心や感動する心など、
豊かな人間性であると考えた。たくましく生きるた
めの健康や体力が不可欠であることは言うまでもな
い。我々は、こうした資質や能力を、変化の激しい
これからの社会を［生きる力］と称することとし、
これらをバランスよくはぐくんでいくことが重要で
あると考えた。」と述べられている。つまり、「生
きる力」とは、自ら課題を発見し、よりよく問題を
解決するために、他者と協調しながら判断して行動
していく資質や能力である。
　高等学校における福祉教育は、介護・福祉人材の
育成という職業的意義がある。教育の「職業的意
義」について、本田は教育の職業的意義は「即自的
意義」と「市民的意義」とによって構成され、両者
ともに不可欠の要素であると述べる8。高等学校で
の福祉教育において、自ら課題を発見して他者と協
調しながら判断し行動していく力を育成するには、
そこで学ぶ福祉の知識・技術が生徒自らの生活と結
びついたものとして捉えられてかなければならない。
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単なる知識や情報としてではなく、それを生きた知
性として身につけていくには、一方で知識・技術を
学ぶことが、わたしたちやわたしたちの家族、友人
らの生活の問題と密接に関わっていることを意識す
る必要がある。もう一方では、自らの生活に引きつ
けるだけでなく、自らの生活にひそむ問題を捉えて
それを社会のサービスや制度との関係で捉え直して
いくことが必要である。この二つが結びついたとき、
知識を生活に生かし、生活の問題をわたしたちの問
題として言語化して捉えて他者たちと共有すること
ができるであろう。この営みを生徒たちが行うとき
に、高等学校における福祉教育は職業教育として人
間理解にもとづいた知識・技術の習得を果たすとと
もに、市民教育として広くすべての人が社会福祉の
問題に関心、理解をもつことになり、これが「生き
る力」を養う発端になる。田村は、「市民としてど
う生きるか。職業人としてどう生きるか。高校生が
両端を行き来しながら自己覚知に至ることが自立へ
の第一歩であり、高校福祉教育の目的はここにある
と言ってもよい。職業的意義の再定義のためには、
制度的にも、哲学的にも、根源にまでさかのぼった
考察が求められている。」という9。社会福祉に関
する知識や技術と自らの生活とが結びつき、そこか
ら市民としてまた職業人として社会福祉の問題をど
う捉えるかを考えることが、高校卒業後も主体的に
学び続ける態度を身につけることになる。
　さらに、高等学校における福祉教育の市民教育と
しての役割は、間接的には介護の人材育成の問題に
も効果があると思われる。平成26年10月22日の福祉
人材確保対策検討会では「福祉人材確保対策検討会
における議論のとりまとめ」として、以下の意見が
示されている10。介護人材の確保は最重要の課題で
あり、介護人材確保のために参入を促進していくに
あたり、介護職のイメージが未確立であるという問
題点が指摘されている。介護職の本質的な訴求価値
が曖昧であり、表面的な「３K」のイメージが流布
している。そこで、学校教育と連携して、高校生や

大学生に介護の魅力発信を行い、介護への進路選択
につなげる必要性が訴えられている。これに対して
高等学校における福祉教育は、職業的意義としては
介護人材の育成に直接に結びついて貢献するととも
に、間接的には、福祉の理念と社会的意義を広く市
民に根付かせ、介護・福祉職に対する関心や理解を
高めるために寄与できる。これは、福祉科教育の市
民的教養としての意義を重視していくことであり、
それは人間教育を根底においた教育ということであ
る。
　以上の考察から、現在の高等学校における社会福
祉教育では、介護人材の育成のために職業的教育と
しての役割や問題点が意識されがちであるが、職業
的教育としては介護・福祉職の意義を理解し卒業後
も学び続ける主体的な態度の育成のためにも、そし
て市民教育としては職業人に限らず市民らの社会福
祉に対する理解を深めていくためにも、市民的教育
としての役割が極めて重要であることが明らかと
なった。福祉教育の職業的教育と市民的教育として
の役割の連結こそが鍵になるのだが、そのためには、
ソーシャルワークとケアワークの両方を指導できる
ような教員養成を行う必要があるという課題もある。
そのことを確認して、稿を閉じる。
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